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１．博物館の普及啓発に関する事業 

（１）月刊誌「博物館研究」の発行 
博物館関係者を主な対象に、博物館の振興に必要な情報を提供し、その普及を

図ることを目的として、博物館の総合研究情報誌である月刊誌「博物館研究」を

発行している。内容は、博物館 の取り組むべき特集テーマに関する論文・事

例、調査研究成果、博物館に関する投稿論文、海外 博物館情報、各博物館の所

蔵品、全国博物館の展覧会、教育普及活動、国の文化・文化財・社会 教育施設

に関する施策等である。企画編集委員によるテーマ・執筆者の選定を行うととも

に、掲載論文等の査読を行っている。 
令和７年度の発行部数は、各号２，０００部（頁数は６０頁）。会員館等に

は無料で配付し、会員館等以外には実費相当額の１冊１，２００円（消費税別）

で配布した。 
 
＜各号の特集のテーマ＞  

４月号「令和５年度博物館園数関連統計」 
５月号「令和６年度新館紹介」 

６月号「日本の博物館制度の行方（９）」 

７月号「「美術館・長寿の秘訣」 

８月号「個人による収集・展示活動」 

９月号「I♡キャプション」 

１０月号「酸化エチレン規制後の IPM」 

１１月号「博物館の拡張するリアルと体験」 

１２月号「中高生に向けてのアプローチ」 

１月号「博物館と「障がい」―対話から共生の実現へ」 

２月号「都道府県立博物館の役割と課題」 

３月号「第７３回全国博物館大会報告」 
 

（２）第７３回全国博物館大会の開催 

館種や設置者の異なる全国の博物館関係者が一堂に会し、博物館の直面する

課題である博物館の地域社会とのかかわり、魅力的な展示や教育普及活動の在

り方、効果的な広報や情報の受発信等に関する最近の調査研究の内容や各博物

館での取組み等について情報交換、意見交換、討議等を行い、博物館の充実及

び振興を図ることを目的に、本大会を実施している。 

第７３回全国博物館大会は、令和７年１１月１９日～２１日の３日間、大阪

府大阪市の大阪市中央公会堂を主会場に、全国から約５７０名の博物館関係者が
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参加して開催された。大会の模様は、後日 YouTube での配信を行った（限定公

開）。 

 

主催 公益財団法人日本博物館協会 

共催 地方独立行政法人大阪市博物館機構 

後援 文化庁、大阪市、大阪府教育委員会、大阪市教育委員会 

協力 公益財団法人大阪観光局、北大阪ミュージアムネットワーク、泉州・

紀北ミュージアム 

協賛 株式会社乃村工藝社、株式会社丹青社、株式会社トータルメディア開発

研究所 

会期 令和７年１１月１９日（水）～１１月２１日（金）３日間 

会場 大阪市中央公会堂、大阪府立中之島図書館 

参加者 約５７０名 

大会テーマ 「持続可能な世界と博物館の発展～未来・社会・ウェルビーイン

グに貢献する博物館～」 

表彰 顕彰：博物館功労者９２名（永年勤続８７名、博物館事業功績３名、

寄附・寄贈２名） 

棚橋賞：１名 

博物館活動奨励賞：３名 

日本博物館協会賞（第６回）：１館 

 

基調講演 「万博から持続可能な社会は見えたのか？ 

未来を模索する中で、博物館の役割・資源はどこにある？」 

講師：服部滋樹（graf 代表、クリエイティブディレクター、 

京都芸術大学芸術環境領域教授） 

 

全国博物館フォーラム「信頼のネットワークを築くには～博物館同士の連携

と倫理の実装～」 

・パネルディスカッション 
司会：半田昌之（日本博物館協会専務理事） 
講師：中尾智行（文化庁博物館振興室博物館支援調査官） 
講師：東自由里（ICOM 日本委員会理事・立命館大学名誉教授） 
講師：川端清司（日本博物館協会参与・大阪市立自然史博物館長） 
 

分科会１：「スマートミュージアムの可能性」 

コーディネーター：阿児雄之（東京国立博物館学芸企画部博物館情報課情

報管理室長） 

講師：阿児雄之（同上） 
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講師：釋知恵子（（地独）大阪市博物館機構経営企画課課長代理） 

講師：八田真理子（大阪市立美術館学芸員） 

講師：高田祐一（奈良文化財研究所企画調整部主任研究員）（ビデオ講

演） 

講師： 南谷和範（（独）大学入試センター研究開発部教授)  

 

分科会２「ネットワークと博物館の持続可能性」 

コーディネーター：福田和浩（八尾市立しおんじやま古墳学習館学芸員・

館長） 

講師：福田和浩（同上） 

講師：奥村 弘（兵庫県立歴史博物館長） 

講師：中島志保（（独）国立文化財機構文化財防災センター研究員） 

講師：川上和歌子（認定特定非営利活動法人大阪自然史センター事務局

長） 

 

分科会３：「博物館におけるインクルージョンとウェルビーイング～すべて

の人に開かれた場になるために～」 

コーディネーター：鬼本佳代子（国立国際美術館学芸課教育普及室） 

講師：鬼本佳代子（同上） 

講師：鈴村麻里子（三重県立美術館学芸員（課長代理）） 

講師：高尾戸美（合同会社マーブルワークショップ代表） 

講師：今村信隆（北海道大学大学院文学研究院准教授） 

 

シンポジウム「持続可能な社会と博物館」（分科会の総括） 

司会：佐久間大輔（大阪市立自然史博物館学芸課長） 

討論者：阿児雄之（東京国立博物館学芸企画部博物館情報課情報管理室

長） 

討論者：福田和浩（八尾市立しおんじやま古墳学習館学芸員・館長） 

討論者：鬼本佳代子（国立国際美術館学芸課教育普及室） 

コメンテーター：村田麻里子（関西大学社会学部教授） 

報告者：栗原祐司（国立科学博物館理事兼副館長） 

報告者：篠雅 廣（大阪市立美術館名誉館長） 

 

全体会議  

第７３回全国博物館大会決議を決定した。 
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第７３回全国博物館大会決議 

 

令和７年１１月２０日 

第７３回全国博物館大会 

 

 第 73回全国博物館大会は、「持続可能な世界と博物館の発展 〜未来・社会・ウェ

ルビーイングに貢献する博物館〜」を全体テーマとして、公益財団法人日本博物館

協会の主催及び地方独立行政法人大阪市博物館機構の共催の下、文化庁、大阪市、

大阪府教育委員会、大阪市教育委員会の後援を得て、令和 7(2025)年 11月 19日から

21日までの 3日間にわたり大阪府大阪市において開催された。  

 

今大会は、本年 4月から 10月まで開催された大阪・関西万博のテーマ「いのち輝

く未来社会のデザイン」を踏まえ、今後、持続可能な社会のあり方や、人々のウェ

ルビーイングに博物館がどのように貢献することができるのか、改正博物館法のも

とでのネットワークや新しい技術の活用、持続可能な博物館運営のあり方等につい

て、全国から約 570名が参加し活発な議論が行われた。  

 

世界的に博物館の社会的役割が大きく変化・多様化するなかで、我が国において

も、令和 5年 4月に施行された改正博物館法の下で、博物館は、社会教育はもとよ

り地域の文化振興を担う中核施設として機能することが期待されている。こうした

状況において博物館は、歴史文化・自然科学等多岐にわたる文化遺産の保存継承・

調査研究・活用という基本機能の充実を図りつつ、あらゆる人々が健全で且つ文化

的生活を送ることのできる未来社会の創出に、大きく寄与できる社会基盤であるこ

とを確認した。  

 

一方、博物館が社会基盤の役割を果たすためには、博物館を取り巻く多くの課題

の解決が不可欠であり、博物館とその設置者は、これまでに増してそれぞれの施設

の目的を再確認し、必要な財源の確保や人材の拡充・育成、資料の保管・活用体制

の整備、地域課題への対応等、喫緊の課題解決に一層の努力をする必要があること

を共有した。加えて、国や自治体、博物館の所管・関連部署、関係諸機関等が連携

し、博物館法制度に基づく公的支援の拡充が不可欠であり、博物館の存在意義を社

会に広く訴えることが必要であることを確認した。  

 

ここに、第 73回全国博物館大会の名において、本大会の議論を踏まえ、博物館が

より良い未来社会の創造に寄与することを願い、下記のとおり決議する。  

＊日本博物館協会は、本決議が本大会で採択された後、速やかに文部科学省、文化

庁、各地方自治体の博物館関係所管及び博物館関係者等に公表・共有し、記載内

容の実現に向けて努力する。  
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記 

 

１（持続可能な博物館運営の推進） 博物館は、近年、社会的な課題を解決するため

の機関として、多様性や包摂性、アクセシビリティ、さらには SDGsやウェルビー

イングに貢献することが求められていることを認識し、持続可能な博物館運営を

推進する。  

日本博物館協会は、ICOM（国際博物館会議）の活動等国際的な動向に関する

情報発信に努め、国をはじめ公私立博物館の設置者等に、これらの社会的要請に

応えることの重要性を強く訴えるとともに必要な支援を働きかける。  

 

２（博物館法制度の拡充と博物館の基盤強化） 博物館は、博物館法の趣旨を踏ま

え、設置目的や運営方針に則り、施設の特性を活かした基本機能の充実に努め、

地域の多様な主体との対話と連携の下に、すべての利用者・社会からの期待に応

え得る博物館活動を、持続的・発展的に展開するために、必要な財源確保を含め

様々な努力を行う。  

日本博物館協会は、博物館法制度・政策等に係る情報を発信し、各博物館への

支援に努めるとともに、必要な専門人材の確保・育成等、博物館の経営や財政基

盤の強化に不可欠な、法制度に基づく公的支援の拡充を、国をはじめ公私立博物

館の設置者等に強く訴える。  

また、昨年度実施した博物館総合調査の結果分析を進め、運営現場の課題を明

確にし、登録制度の拡充をはじめ、学芸員制度の充実や資料の保管・活用体制の

整備等について、関係者との協議を進め、文化庁等に対し、博物館に関する継続

的且つ発展的な審議を求める。  

 

３（デジタル化による情報発信機能の充実と多様な連携の促進） 博物館は、博物館

資料のデジタル化とアーカイブ化の充実が、社会に開かれた博物館としての機能

を高めるために重要であることを認識し、各施設の状況に応じた取組を通して情

報発信力の強化に努める。併せて関連機関等との情報共有に努め、多様な連携や

ネットワーク化の促進を図る。  

日本博物館協会は、博物館の DX 化の促進の基礎となるネットワークの構築に

努め、新たな技術の活用等について、全国の博物館と情報共有・協議を進め、博

物館資料のデジタル化を支援するための補助事業の拡充及び地方財政措置等を国

等に強く働きかける。 

 

４（国際化と国際人材の育成促進） 博物館は、その活動充実に、国際組織や海外博

物館との連携が重要であることを認識し、ICOM 等の国際機関と積極的に連携

し、各博物館の状況に応じた国際化と人材育成の推進に努める。  
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日本博物館協会は、各博物館の国際化への取組を継続的に進展させるために不

可欠な、学芸員等を国際会議への参加及び海外での研修等に派遣するための支援

の継続と拡充を、国をはじめ博物館の設置者、関係機関・団体等に対し強く要請

する。 

また、ICOM で検討が進められている博物館倫理規程の見直し状況を踏まえつ

つ、日本博物館協会と ICOM 日本委員会は、日本の「博物館の原則」、「博物館

関係者の行動規範」の改定に向けた準備を進める。  

 

５（防災・減災・防犯体制の充実） 博物館は、多発する地震や豪雨・火災等の大規

模災害、また、盗難やサイバー・テロ等に因る博物館・文化財の被害を防ぎ、被

災した博物館や文化財の復旧・復興を支援するために相互の連携を強化する。 

日本博物館協会は、国立文化財機構文化財防災センターとの連携を核として、

全国的な博物館の防災体制の整備・強化に努める。また、博物館での人為的な危

険行為等へのリスクが高まりつつある国際的状況を踏まえ、UNESCO や

ICOM、ICOMOS 等の国際機関と連携し、国際的な博物館や文化財の防災組織で

ある「ブルーシールド（Blue Shield）」の国内委員会設置に向けて検討を進め

る。  
以上 

 

（３）全国博物館長会議の開催 

博物館運営の中核である館長を対象に、博物館の運営のあり方、経営基盤の

強化、効果的な事業展開、地域のニーズ、地域に対する役割等の博物館をめぐ

る基本的問題について、館長の理解を深め、博物館の一層の普及を図るととも

に、館長のリーダーシップに対する意識、能力の向上を目的に、全国博物館長

会議を文化庁と共催で開催している。 

令和７年度（第３２回）全国博物館長会議は「守り、受け継ぎ未来を創る博物

館の営み」をテーマとして、文部科学省講堂で開催された。 

主催 文化庁、公益財団法人日本博物館協会 

期日 令和７年７月２日（水） 

場所 文部科学省東館３Ｆ講堂 

行政説明 文化庁審議官 小林万里子 

事業説明 日本博物館協会専務理事 半田昌之 

報告 第５回日本博物館協会賞受賞館によるプレゼンテーション 

小樽市総合博物館 

個別講演 

「博物館 IPM の取り組みとその重要性」 
米村祥央（文化庁文化資源活用課古墳壁画室） 
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「ひらかれた美術館をいかにつくるか 鳥取県立美術館の事例から」 

尾﨑信一郎（鳥取県立美術館長） 

「地域とともに歩む水族館～桂浜水族館の取り組み～」 

秋澤志名（桂浜水族館長） 

「登録博物館としての新たな一歩 －開館 50年を迎えて－」 

川勝美早子（島津製作所創業記念資料館長） 

    「「小さな博物館の大きなチャレンジ」町家改修のクラウドファンディング」 

      相川裕保（相川考古館長） 

 

２．博物館に対する支援に関する事業 

（１）博物館利用支援機器の支給 
体の不自由な人、高齢者、子育て中の人等に対し、これらの人々の文化的、

知的要求に応え、豊かな生活を支援し、もって博物館利用の促進を図るため、一

般財団法人日本宝くじ協会の助成を得て、博物館利用支援機器支給規程に基づ

き、博物館利用を支援する機器の支給を行っている。 
令和７年度は、ベビーカー６５台、車いす６５台を支給した。 

令和７年度の支給先博物館は、次のとおりである。 

 
（ベビーカー寄贈先博物館一覧）配布台数６５台 
札幌芸術の森美術館、北海道立釧路芸術館、苫小牧市美術博物館、旭川市科

学館、青森県立三沢航空科学館、 大船渡市立博物館、御所野縄文博物館、

HOKUSHU 仙台市科学館、東北歴史博物館、東北福祉大学芹沢銈介美術工芸

館、ミュージアムパーク茨城県自然博物館、栃木県なかがわ水遊園、群馬県

立自然史博物館、角川武蔵野ミュージアム、航空科学博物館、兵庫県立人と

自然の博物館、葛飾区郷土と天文の博物館、三菱一号館美術館、公益財団法

人 永青文庫、鈴木大拙館、多摩六都科学館、静岡県立美術館、浜松科学館、

愛知県陶磁美術館、豊田市民芸館、名古屋港水族館、山梨県立文学館 、横浜

みなと博物館、横須賀美術館、横浜市歴史博物館、川崎市立日本民家園、相

模原市立博物館、富山市科学博物館、魚津水族館、金沢市立安江金箔工芸館、

金沢 21 世紀美術館、福井県教育博物館、長野県立歴史館、三重県総合博物館、

ＭＩＨＯ ＭＵＳＥＵＭ、京都大学白浜水族館、泉屋博古館、国立国際美術

館、神戸ファッション美術館、公益財団法人 西宮市大谷記念美術館、歴史に

憩う橿原市博物館、田辺市立美術館分館：熊野古道なかへち美術館、田辺市

立美術館、岡山県立美術館、公益財団法人大原芸術財団 大原美術館、熊野

町美術博物館筆の里工房、呉市立美術館、島根県立三瓶自然館、米子市美術

館、周南市美術博物館、丸亀市猪熊弦一郎現代美術館、佐田岬半島ミュージ

アム、今治市大三島美術館、大塚国際美術館、越知町立横倉山自然の森博物

館、九州国立博物館、長崎県美術館、長崎歴史文化博物館、熊本県立美術館 
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本館、宮崎県総合博物館 
（以上６５館） 
 

（車いす寄贈先博物館一覧）配布台数６５台 
北海道開拓の村、北海道博物館、平取町立二風谷アイヌ文化博物館、八戸市

博物館、秋田県立近代美術館、原敬記念館、 一関市博物館、盛岡市子ども科

学館、米沢市上杉博物館、宮城県美術館、茨城県陶芸美術館、足利市立美術

館、群馬県立土屋文明記念文学館、鉄道博物館、館林美術館、大学共同利用

機関法人人間文化研究機構国立歴史民俗博物館、千葉市美術館、東京国立博

物館、恩賜上野動物園、国際基督教大学博物館、台東区立したまちミュージ

アム、独立行政法人国立美術館国立新美術館、東京国立近代美術館、大阪市

立自然史博物館、静岡県富士山世界遺産センター、西尾市岩瀬文庫、豊田市

美術館、豊田市博物館、一般財団法人 光ミュージアム、山梨県立美術館、

神奈川県立生命の星・地球博物館、両津郷土博物館、新潟市美術館、射水市

新湊博物館、福井県陶芸館、石川県七尾美術館、白山市立博物館、松本市立

博物館、東御市梅野記念絵画館・ふれあい館、長野県立美術館、富士見町高

原のミュージアム、澄懐堂美術館、大津市歴史博物館、京都国立博物館、大

阪市立東洋陶磁美術館、神戸市立小磯記念美術館、奈良県立万葉文化館、奈

良県立橿原考古学研究所附属博物館、太地町立くじらの博物館、岡山県立博

物館、一般財団法人 林原美術館、広島県立美術館、和鋼博物館、倉吉博物

館、東行記念館、山口県 松陰神社宝物殿至誠館、愛媛県歴史文化博物館、株

式会社 海の中道海洋生態科学館(ﾏﾘﾝﾜｰﾙﾄﾞ海の中道)、太宰府天満宮宝物殿、

中冨記念くすり博物館、祐徳博物館、大分香りの博物館、御船町恐竜博物館、

奄美市立奄美博物館、北谷町立博物館 
（以上６５館） 

 

（２）博物館総合保険 
博物館利用者の安全の確保と博物館の財政的軽減を図るため、博物館総合保

険に関するとりまとめ事務を行った。 

令和７年度博物館来館者傷害保険及び施設賠償責任保険の加入館は、１８６

館であった。 

 

＜令和７年度の支給状況＞ 
Ⅰ．施設賠償責任保険制度（施設賠償責任保険）：１件 

Ⅱ．見舞金制度（レジャー・サービス施設費用保険）：９件 
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No. 事故内容 被保険者 賠責/見舞金 

1 母親が目を離したすきに子供が自動ドアの

開いた戸尻に腕を挟まれた。打撲。 
 

男性 見舞金 

2 通路の段差に躓いて転倒 左肩から右親指

にかけて挫傷 

 
男性 見舞金 

3 水遊び池で転倒。タイルの角に足の裏が当

たり出血。足の裏を縫うケガ。博物館側の

整備不良によりタイルが浮いていた。 

 
男性 賠責 

4 水遊び池で転倒。タイルの角に足の裏が当

たり出血。足の裏を縫うケガ。 

 
男性 見舞金 

5 階段を踏み外し転倒。骨折  
男性 見舞金 

6 対話をしながら自動扉に向かい歩き始め、

一度開いた扉が閉じかけていたがそれに気

づかず、ガラス扉に衝突、反動で後ろに転

倒した。 

 
 

女性 見舞金 

7 展示物を置いている机の角に頭をぶつけて

額を切った。 

 
女性 見舞金 

8 屋外展示を見学中転倒 落ちていた針金が

手指に刺さった。 

 
男性 見舞金 

9 ボールプールで転倒 プールの縁に目じり

をこすり負傷。 

 
男性 見舞金 

10 広場の段差部分につまずき転倒。顔面と左半

身殴打。 

 
女性 見舞金 

 

（３）災害支援事業 
１）文化遺産防災ネットワーク推進会議への参画 

独立行政法人国立文化財機構による文化遺産防災ネットワーク推進会議の

構成団体（幹事団体）として、同会議及び防災関連のシンポジウム等への出席

等を通して、博物館の防災に関する情報の共有に努めるとともに、日本博物館

協会１０支部の自然災害による文化財被災状況の情報共有を図った。 

 

２）令和６年能登半島地震救援活動への参画 

令和 6年 1月 1日発災の能登半島地震について、文化庁から独立行政法人

国立文化財機構文化財防災センター（ぶんぼう）に委託された救援事業の参

画団体として、現地の救援活動への職員派遣について協力した。令和７年度の
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派遣協力館の登録数は６４施設（派遣職員の登録者数は１１９名）、令和６・

７年度の派遣実績は延べ２５１名であった。文化庁による文化財レスキュー事

業は令和 7年度をもって終了し、令和８年度から石川県による文化財等レスキ

ュー事業へと移行している。 

 

３）大規模災害で被災した博物館・文化財への支援活動への参加及び支援金の

募集 

東日本大震災の復興支援、令和元年度９月～１０月にかけて襲来した台風１

９号による大規模水害に伴う博物館関連の被害について、長野市立博物館で

は、市民ボランティアの方々に、また、川崎市市民ミュージアムでは、都内の

博物館の方々にレスキュー活動に参加いただいている。 

 

３．博物館に関する調査研究及び情報の収集・提供に関する事業 

（１）博物館登録制度の在り方に関する調査研究 
改正博物館法が令和５年４月から施行され、博物館新登録制度のあり方の理解

の促進及び博物館振興の広報について積極的に取組んだ。また、改正博物館法施

行に向けて文化庁の令和７年度「博物館機能強化推進事業」のうち、「新登録制

度推進事業」の委託業務では、登録博物館数及び指定施設数の増加を目的とし

て、①登録審査事務等の業務を行う都道府県及び政令指定都市の職員、②登録審

査における意見聴取先となる有識者（候補者を含む）博物館職員、③博物館登録

を申請する博物館職員、設置者職員らを対象に、これらの研修会・フォーラムの

実施に合わせ、事前・事後アンケート調査を計３回ずつ実施した。アンケート結

果から、登録申請に関する現況を把握し、分析を行ったうえで、必要な助言及び

支援策を講じた。また、継続して博物館職員をはじめ、広く登録博物館制度及び

博物館の社会的役割について周知を図った。 
 

（２）日本博物館協会１００周年事業 
令和１０年（２０２８年）に協会が１００周年を迎えるに際し、文化庁の委

託事業等と関連しつつ、協会の果たすべき役割、課題を整理し、組織の基盤強

化に取組む一方、１００周年の記念事業の展開に向けて、記念誌の刊行等につ

いて、関係機関等の協議・調整を開始した。 
１００周年記念誌については、「日本博物館協会１００周年記念誌編集委員

会」（委員：栗原祐司理事、ほか４名）を設置し、令和７年８月２４日に第１回

編集委員会を開催した。委員会においては、構成案を検討し、現在は記念誌の

製作に携わる印刷会社を選定中である。 
 
（３）博物館総合調査の実施 

概ね５年を目途に昭和４９年以降継続的に実施してきた「博物館総合調査」
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を、６年ぶりに実施した。 
令和７年度は、博物館総合調査委員会での検討を踏まえ、令和６年度の回収

結果の集計・分析を進め、令和８年３月３０日に協会ウェブサイトに速報を公

開した。 本報告は、令和８年秋頃の作成を目途に進めている。 
 
（４）出版物等による情報の提供 

博物館関係者に対し、博物館運営や活動に関する新たな企画・立案や他の博

物館等との連携事業の推進を図るため、博物館にかかわる調査研究成果や博物

館に関する法令・基準、博物館専門職員名簿等の博物館運営や活動に関する基

礎的な資料及び情報を提供する事業を行った。 
令和７年度の出版物等による情報の提供等は次のとおりである。 
・「全国博物館総覧」の編集 
・「全国博物館園職員録（令和７年）」の作成・配付 
・既出版図書「博物館研究」バックナンバーの配付 

 
（５）ホームページ等による情報の発信 

協会の使命や寄付の意義をより広く伝えるため寄付ページのデザインを一新

したことを受け、令和７年度は、協会ホームページのグランドメニューに「寄

付のお願い」を追加した。また、協会では、各会員館が「会員館ページ」を通

じて入力した休館情報や開館時間の変更等を継続的に集約・公開しており、全

国的な動向を把握できる情報ハブとしての役割を果たしている。 
 
４．博物館関係者に対する資質向上に関する事業 
（１）研究協議会等 

研究協議会は、博物館の学芸員等が専門的諸課題やその改善の方策等につい

てお互いの実践経験や知識を基に研究協議を行い、更にその資質を向上させる

ことを目的として行っているもので ある。令和 7 年度は、協会の事業としての

研究協議会は実施しなかった。 
一方、文化庁委託事業である「新登録制度推進事業」の中で把握した、博物

館現場が抱える現状の課題や協議すべき問題点をテーマとした研修会を開催し

た。研修会では、これらの論点について参加者間で活発な意見交換が行われ、

現場の実情を踏まえた議論を深めることができた。 
 

＜研修会テーマ＞「博物館資料に係る電磁的記録の作成と公開～記録、目録、

デジタルアーカイブとコレクション管理～」 
開催日時：令和８ 年１月１４ 日（水）１０：００～１２：００ 
開催方法：オンライン（ZOOM）開催／後日アーカイブ配信あり 
プログラム： 
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①「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」より  
デジタルアーカイブに係る規定の整備について 
（中尾智行   文化庁博物館振興室） 

② 国内外のコレクション管理の現状と課題 
（田中裕二   静岡文化芸術大学准教授） 

③ 博物館関係法令における「記録」と「目録」 
（川口雅子   国立アートリサーチセンター情報資源グループリー

ダー） 
④ 質疑応答 

参加者数：６８０名 
 
（２）顕彰の実施 

１）博物館功労者表彰 

博物館功労者は、博物館功労者選考委員会での審議に基づき、博物館活動に

貢献のあった博物館関係者に対し顕彰を行っている（博物館功労者顕彰規程第

２条第１号：日本博物館協会又は博物館に２０年以上にわたり永年勤続し、他

の模範となる者、第２号：協会又は博物館の事業に対し、顕著な功績のあっ

た者、第３号：協会又は博物館の防火、防災等に挺身し、功労のあった者、

第４号：協会又は博物館に対し、多額の金品を寄附した者。）。 

令和７年度は、同規程第２条第１号の該当者８７名、第２号の該当者３名、

第４号の該当者２名に対し顕彰を行った。 

 

２）棚橋賞、博物館活動奨励賞 

我が国における博物館学研究の先駆者である故棚橋源太郎氏の功績を記念

し、月刊誌「博物館研究」の優秀論文の著者に対し「棚橋賞」を、優れた実

践報告に「博物館活動奨励賞」を贈呈しており、棚橋賞・博物館活動奨励賞選

考委員会での審議の結果、令和７年度の棚橋賞、博物館活動奨励賞の受賞者は

次のとおりであった。 

 

① 棚橋賞 

受賞者：高橋健太郎氏（豊田市博物館副館長） 

受賞論考：「博物館の「次の道」」 

② 博物館活動奨励賞 

・受賞者：濱田翠氏（玉県立歴史と民俗の博物館学芸員） 

受賞論考：「埼玉県立歴史と民俗の博物館における総合的有害生物管理

（IPM）の取り組み」 
・受賞者：古川健氏（公益財団法人ふくしま海洋科学館・理事長兼館

長） 
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受賞論考：「いのちの博物館・水族館と食」 

・受賞者：池上直樹氏（御船町恐竜博物館主任学芸員・モンタナ州立大

学ロッキー博物館協力研究員） 

受賞論考：「地域博物館から始める国際交流」 

※所属部署・役職は、授賞当時のもの 

 

なお、顕彰等は、令和７年１１月１９日の第７３回全国博物館大会開会式にお

いて表彰が行われた。 

 

３）日本博物館協会賞 

令和７年度に受賞が決定した第６回日本博物館協会賞（以下「協会賞」とい

う。）受賞館である伊丹市昆虫館の授賞式を第７３回全国博物館大会の開会

式で行った。 

受賞館は、受賞翌年度の全国博物館長会議で館の活動内容につき発表する

こととなっており、第６回日本博物館協会賞受賞である伊丹市昆虫館は令和

８年度全国博物館長会議（令和８年７月１０日開催予定）に登壇する予定で

ある。 

また、第７回日本博物館協会賞の選考委員会を令和８年２月２７日に日本博

物館協会会議室及びオンライン（ZOOM）によるハイブリッド開催した。検

討の結果、高知県立高知城歴史博物館が選ばれ、第４９回理事会で承認され

た。同館は The Best in Heritage（TBIH）に日本の代表館として推薦され

る。 

 

（３）美術品梱包輸送技能取得士認定試験 
博物館や美術館の美術品の取扱い、特に梱包や輸送の技能や知識の継承とと

もに、博物館における競争入札の導入による美術品の毀損等による事故を防止

し、後継者を養成することで、美術品取扱いの知識や技能の維持・向上を図る

ため、平成２０年度における「美術品取扱い技術等にかかわる委員会」を設

置、検討に着手した。以後、平成２６年度からは３級・２級・１級試験を本格

実施している。 
認定に当たっては、認定実施委員会を設け、問題作成、口頭試問等を行い、

合格者を決定した。 

 
＜３級認定試験＞ 
試験日 令和８年２月２１日（土）、２２日（日）  
試験時間 ９時４０分から１６時３０分 
試験場所 東京国立博物館平成館（小講堂、大講堂、第１会議室～第３会
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議室）黒田記念館セミナー室、同別館日本博物館協会専務理事

室、会議室、２階事務室 
受験者 ７６名 
合格者 ４８名 
不合格者 ２８名 
試験科目 実技試験（額装及び掛物／陶器） 

筆記試験（筆記免除２０名） 
 

＜２級認定試験＞ 
試験日 令和８年２月２１日（土）、２２日（日） 
試験時間 ９時４０分から１６時３０分 
試験場所 東京国立博物館平成館（小講堂、大講堂、第１会議室～第３会

議室）黒田記念館セミナー室、同別館日本博物館協会専務理事

室、会議室、２階事務室 
受験者 ４５名 
合格者 ２５名 
不合格者 ２０名 
試験科目 実技試験（茶道具／陶器） 

筆記試験 
口頭試問（口頭試問免除２０名） 

 
＜１級認定試験＞ 
試験日 令和６年８月２日（土） 
試験時間 １０時００分から１７時３０分 
試験場所 東京国立博物館平成館会議室 
受験者 １０名 
合格者 ２名 
不合格者 ８名 
試験科目 筆記試験、口頭試問 

 

５．博物館の国際交流に関する事業 

（１）「国際博物館の日」に関する事業 

ICOM（国際博物館会議）が提唱する「国際博物館の日」の事業として、博

物館が社会に果たす役割について広く国民にアピールし、博物館の普及を図る

ため、５月１８日の「国際博物館 の日」を中心に、全国の博物館に記念事業の

実施を呼びかけた。２０２５年の共通テーマは、「”The Future of Museums in 
Rapidly Changing Communities（急激に変化するコミュニティにおける博物

館の未来）」であり、このテーマに基づき、２１５館園３２８件の教育普及プ
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ログラムや入館料減免、記念品贈呈等の事業が実施された。記念事業に賛同い

ただいた館園の数は増加の傾向にあり、今後も記念事業の周知を積極的に実施

していく。 
また、「国際博物館の日」記念シンポジジウムを５月１８日に東京国立博物

館で開催し、会場には４７名が参加した。「ICOM ドバイ大会に向けて」をテ

ーマとして、１１月に開催される第２７回 ICOM ドバイ大会の紹介、ICOM 倫

理規程および内部規則の見直しに関する説明のほか、スーダン武力紛争による

博物館被害と国際支援の必要性について講演を行った。シンポジウムの記録

は、終了後に YouTubeで配信した。 

 
（２）国際化・情報発信力の強化 

ICOM 日本委員会の公式ウェブサイトを通じて、ICOM 本部及び国際的な博

物館動向、関連会議・シンポジウム情報等を日英２か国語で発信した。第２７

回 ICOM ドバイ大会で審議された ICOM 倫理規程及び内部規則の見直しに関す

る動向をはじめ、ICOM レッドリストの将来設計に向けた調査開始や、紛争下

における博物館・文化遺産保護に関する声明等を紹介し、国内の博物館関係者

へ国際的な最新情報の共有に努めた。 
加えて、プラハ大会で改正された ICOM の博物館定義に関するハンドブック

の発行を受け、ICOM 日本委員会として正式な日本語版作成に向けた翻訳チー

ムの立ち上げを進めるとともに、翻訳支援者の募集を行い、今後の翻訳作業の

方針を定めた。 
 
（３）その他の国際交流事業 

各 ICOM 国際委員会の会合や年次総会、海外の博物館・国際会議等へ日本か

ら積極的に参加する学芸員等の専門的職員を支援するため、文化庁委託事業

「令和７年度在外派遣研修事業の企画・運営」を受託し、情報共有及び成果発

信を行った。本年度は１０名が海外に派遣され、ICOM ドバイ大会への参加の

ほか、ノルウェー、イギリス、台湾、ドイツ等での会議出席や調査等が行われ

た。２０２６年３月１７日にはオンライン報告会を開催し、派遣成果の共有と

国際ネットワーク構築、国際的プレゼンス向上に資する取り組みを進めた。 
また、例年協会が推薦を行っている The Best in Heritage については、第５

回日本博物館協会賞受賞館である小樽市総合博物館を推薦した。会議は、５回

ぶりにバルセロナにおいて対面で開催された（日本は欠席）。 
令和４年４月に開始したウクライナの博物館と文化遺産の保全・復旧に向け

た寄附金は、２０２４年１１月に ICOM ウクライナへ送金後も募集を継続して

いる。 
 

６．その他の事業 
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（１）地区博物館活動への支援 

各地区単位の博物館の会議に共催者として、専務理事等の派遣及び情報提供

等を行った。 
 
（２）文化庁委託事業に対する協力 

令和７年度「博物館機能強化推進事業（博物館振興団体の中間支援組織とし

ての経営基盤強化実証事業）」委託業務に対して、次の協力を行った。 
この文化庁による委託業務は、博物館振興に寄与する中間支援機能の実装等

に向けた検証を実証事業の中で行うことを目的としたものである。 
協会は、令和６年度における実証事業の対象団体であったことから、令和６

年度に行った取組みについて、その後の状況や課題について受託者に情報提供

を行った。 
 

７．会議等 

令和７年度は、次のように理事会、評議員会等を開催した。 

＜理事会＞  

第４５回理事会 

開催日 令和７年６月１０日（火） 

開催方式 日本博物館協会会議室及び ZOOM によるオンライン会議 
議題 

１．令和６度事業報告案及び収支決算案について（第１号議案） 

２．定時評議員会招集及び提出議案について（第２号議案） 

３．参与の選任について（第３号議案） 

４．報告事項 

① 新入会員・退会会員について 

② 職務執行状況報告について 

③ 第７３回全国博物館大会の進捗状況について 

④ 令和７年度文化庁委託事業の受託について 

⑤ 令和７年度から令和９年度までの理事候補者の推薦について 

⑥ その他 

 

第４６回理事会 

開催日 令和７年６月２５日（水） 

開催方式 電磁的記録（電子メール）を用いた理事会の決議の省略の方法

による 

議題 

会長、副会長及び専務理事の選定について（第１号議案） 
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第４７回理事会 

開催日 令和７年８月２６日（火） 

開催方式 電磁的記録（電子メール）を用いた理事会の決議の省略の方法

による 

議題 

１．令和７年度博物館功労者顕彰について（第１号議案） 
２．令和７年度棚橋賞について（第２号議案） 
３．令和７年度博物館活動奨励賞について（第３号議案） 

 

第４８回理事会 

開催日 令和８年２月２０日（火） 

開催方式 電磁的記録（電子メール）を用いた理事会の決議の省略の方法

による 

議題 
公益財団法人日本博物館協会会員規程の改正について（第１号議案） 

 

第４９回理事会 

開催日 令和８年３月２４日（火） 

開催方式 日本博物館協会会議室及び ZOOM によるオンライン会議 

議題 

１．令和８年度事業計画案及び収支予算案について（第１号議案） 

２．第７回日本博物館協会賞の選考結果について（第２号議案） 

３．第７４回全国博物館大会の開催について（第３号議案） 

４．２０２６年「国際博物館の日」記念シンポジウムの開催について

（第４号議案） 

５．報告事項 

① 新入会員・退会会員について 

② 職務執行状況報告について 

③ ２０２６年度「博物館研究」特集テーマについて 

 

＜評議員会＞ 

第１４回評議員会 

開催日 令和７年６月２５日（水） 

開催方式 日本博物館協会会議室及び ZOOM によるオンライン会議 
議題 

１．令和６年度事業報告案及び収支決算案について（第１号議案） 
２．理事の選任について（第２号議案） 
３．監事の選任について（第３号議案） 
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４．評議員の選任について（第４号議案） 
５．報告事項 

① 令和７年度事業計画及び収支予算について 
② 第７３回全国博物館大会の開催について 
③ 第６回日本博物館協会賞選考結果について 
④ その他 

 

＜委員会＞ 

公益財団法人日本博物館協会の円滑かつ適正な運営を確保するため、日本博物

館協会支部長会（１回）、日本博物館協会参与会（１回）を開催した。 

また、協会の事業を適正に推進するため、博物館研究企画編集委員会（１

回）、棚橋賞・博物館活動奨励賞選考委員会（１回）、博物館功労者選考委員

会（１回）、日本博物館協会賞選考委員会（１回）、博物館総合調査委員会

（５回）を開催した。 

 

８．協会の運営体制の充実を図るための取組 

（１）理事については、協会の公益目的事業等を適切かつ健全に達成するために意

思決定を行える者を選任することが不可欠であることから、博物館における専

門分野の有識者、公益財団法人における実務を把握している者及び独立性の高

い学識経験者を組み合わせて候補者を選定し、評議員会において決定している。 

（２）税理士と顧問契約を締結し、消費税の区分判断、寄付金や委託費の税務上の

取扱い、税務申告等について税理士による税務判断等を行うことにより、税務

リスクの低減、公益性の維持、税務申告の安定性の確保等を図っている。 

（３）協会は公認会計士（監査法人）による会計監査は義務ではないが、自主的に

公認会計士（監査法人）の監査を受けることにより、会計の公正性の確保、公

益性の維持、財務の透明性の向上等を図っている。 

（４）職場におけるハラスメントの防止のため、職場におけるハラスメントの防止

に関する規程を制定するとともに、同規程に基づき、ハラスメントに関する相

談及び苦情処理の相談窓口を設置し、人権擁護と好ましい就労環境の維持等を

図っている。また、ハラスメント撲滅宣言を制定し、供覧等をすることによ

り、ハラスメントに関する知識や対応能力の向上等を図っている。 
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